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平成１７年 ３月期  個別中間財務諸表の概要        平成１６年１１月９日 
 

上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社                  上場取引所    東１ 福 
コ ー ド 番 号                 ５３５２                          本社所在都道府県 福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 平岡 照祥 
問合せ先責任者  役職名 取締役副社長   氏名 木原 誠一郎  ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１６年１１月 ９日           中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成 － 年 － 月 － 日           単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． １６年９月中間期の業績(平成１６年 ４月 １日～平成１６年 ９月３０日) 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

３５，０５１   12.4
３１，１９３    14.2

 １，０５９     55.8 
６７９  168.4

 １，１５７     93.7 
５９７  251.2

16 年３月期 ６４，９５９        １，６７４        １，４６９        
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

４０２  839.0 
４２ △ 12.5 

４．５９ 
０．４９ 

16 年３月期 ２６１      ２．９８ 

 
 

 (注)①期中平均株式数 16 年９月中間期 87,696,816 株 15 年９月中間期  87,756,686 株 
           16 年３月期   87,740,551 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
 

 円   銭 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

０．００ 
０．００ 

――――― 
――――― 

 

16 年３月期 ――――― １．５０  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

 ５２，３１０ 
５４，８１７ 

１８，６０３ 
１７，８０５ 

 ３５．６ 
３２．５ 

 ２１２．１８ 
２０２．９３ 

16 年３月期 ５３，５６０ １８，５０１ ３４．５ ２１０．９３ 
 (注)①期末発行済株式数  16 年９月中間期 87,677,411 株  15 年９月中間期 87,741,460 株、 
                         16 年３月期   87,715,722 株 
   ②期末自己株式数  16 年９月中間期    241,789 株  15 年９月中間期  177,740 株 
             16 年３月期      203,478 株 
 
２．１７年３月期の業績予想(平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 ７０，５００ ２，４００ １，１００ ３．００ ３．００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  １２円 ５４銭 

 
 ※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生す
る状況の変化によっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業

績予想に関する事項は、中間決算短信（連結）の添付資料７ページをご参照下さい。 
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１．中間貸借対照表 

（単位：百万円、未満切捨） 
当中間会計期間末 

 
(平成 1６年９月 30日現在) 

前中間会計期間末 
 
(平成 15年９月 30日現在)  

 前事業年度の要約 
 貸借対照表 
(平成 1６年３月 31日現在) 

        期 別 
 
 科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部） 
 
流 動 資 産 
 現 金 及 び 預 金             
 受 取 手 形             
 売掛金及び完成工事未収入金 
 棚 卸 資 産             
 繰 延 税 金 資 産             
 そ の 他             
 貸 倒 引 当 金             
 
  流 動 資 産 合 計          

 
 
 
     ７８０ 
    ８９３ 
１４，２７３ 
 ５，４６１ 
   ７０２ 
   ６５７ 
 △  ５９ 
 
２２，７１０ 

％

43.4 

 
 
 

８９０ 
２，５２０ 
１３，３６９ 
６，２４２ 
６７５ 

１，１４１ 
△  ５２ 

 
２４，７８６ 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.2 

 
 
 

９３３ 
２，１８９ 
１２，９５７ 
 ５，１３５ 
   ７５０ 
   ９４５ 
 △  ６６ 

 
２２，８４４ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

42.7 
 
 
固 定 資 産 
 建 物 ・ 構 築 物             
 機 械 及 び 装 置             
 その他の有形固定資産             
 無 形 固 定 資 産             
 投 資 有 価 証 券             
 出 資 金             
 繰 延 税 金 資 産             
 投 資 そ の 他 の 資 産             
 貸 倒 引 当 金             
 投 資 損 失 引 当 金 
  
  固 定 資 産 合 計          

 
 
 
１０，２２８ 
 ５，６５１ 
 ５，２０１ 
   ５６１ 
５，５８２ 
１，４３０ 

２１ 
１，３２２ 
△ ３３９

△  ６０ 
 
２９，５９９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

56.6 

 
 
 

１１，００６ 
５，８３７ 
５，５７５ 
３２１ 

４，８５０ 
１，３８４ 
２５９ 

１，２６０ 
△ ４０３ 
△  ６０ 

 
３０，０３０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

54.8 

 
 
 

１０，５２９ 
 ５，７１９ 
 ５，２８４ 
   ６２９ 
 ６，００９ 
 １，３８０ 
   １６１ 
 １，４０１ 
 △ ３４１ 
 △  ６０ 

 
３０，７１６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

57.3 
 
 
 資 産 合 計           

 
 
５２，３１０ 

 
 

100.0 

 
 

５４，８１７ 

 
 

100.0 

 
 

５３，５６０ 

 
 

100.0 
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（単位：百万円、未満切捨） 
当中間会計期間末 

 
(平成 16年９月 30日現在) 

前中間会計期間末 
 
(平成 15年９月 30日現在) 

 前事業年度の要約 
 貸借対照表 
(平成 1６年３月 31日現在) 

 
          期 別 
 
 科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
  
（負債の部） 
 流 動 負 債 
  支 払 手 形             
  買掛金及び工事未払金             
  短 期 借 入 金             
  一年以内返済長期借入金             
  未 払 法 人 税 等             
  未 払 事 業 所 税             
  未 払 消 費 税 等             
  未 払 費 用             
  賞 与 引 当 金             
  設 備 関 係 支 払 手 形             
  そ の 他             
 
    流動負債合計 

 
 
 
    ３７７ 
１１，３１６ 
 ６，６００ 
 ２，１０７ 
   ４５９ 
    ５５ 
    １７ 
   ９４５ 
 １，１４２ 
     ０ 
 １，４２９ 
 
２４，４５２ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

46.7 

 
 
 

８１８ 
９，５５６ 
１０，７５０ 

７７３ 
４４５ 
５６ 
１６４ 
９３５ 

１，０９３ 
３２ 
４９８ 

 
２５，１２６ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

45.8 

 
 
 
   ６８３ 
１０，４７０ 
 ７，４００ 
   ５５３ 
   ８９１ 
   １１３ 
   ２１５ 
   ９５６ 
 １，１０９ 
    ４２ 
   ６２６ 
 
２３，０６２ 

  ％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

43.1 
  
 固 定 負 債 
  長 期 借 入 金             
  退 職 給 付 引 当 金             

 役 員 退 職 金 引 当 金             
  特 別 修 繕 引 当 金            

製 品 保 証 引 当 金 
  預 り 敷 金 ・ 保 証 金             

  
    固定負債合計 

 
 

   １７２ 
 １，４３６ 
   １５０ 
     ４ 
      ２２ 
７,４６７ 

 
 ９，２５４ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 

 
17.7 

 
 

２，２７９ 
１，２６４ 
１７９ 
８７ 
－ 

８，０７４ 
 

１１，８８５ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 

21.7 

 
 
２，０６４ 

 １，５４９ 
   ２０８ 
   １００ 
     － 
８，０７４ 

  
１１，９９６ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
22.4 

 
   負 債 合 計 

 
３３，７０７ 

 
64.4 

 
３７，０１１ 

 
67.5 

 
３５，０５８ 

 
65.5 

 
 （資本の部） 
  資 本 金             
  資 本 剰 余 金             
   資本準備金 
  利 益 剰 余 金             
   利益準備金 
   別途積立金 
   圧縮記帳積立金 
   中間（当期）未処分利益   
  その他有価証券評価差額金             
  自 己 株 式             
  
   資 本 合 計 

 
 

 ５，５３７

(３，５２１) 
 ３，５２１ 
(８，５５０) 
 １，２５０ 
 ４，５１７ 
 １，０６９ 
 １，７１４ 
 １，０２１ 
 △  ２８ 
 
１８，６０３ 

％ 
 

10.6 
 6.7 
 
16.3 
 
 
 
 
2.0 

△ 0.0 
 

35.6 

 
 

５，５３７ 
(３，５２１) 
３，５２１ 

(８，０６１) 
１，２５０ 
４，５１７ 
１，１０９ 
１，１８４ 
７０１ 

△  １６ 
 

１７，８０５ 

％ 
 

10.1 
6.4 

 
14.7 

 
 
 
 

1.3 
△ 0.0 

 
32.5 

 
 
 ５，５３７ 
(３，５２１) 
 ３，５２１ 
(８，２８０) 
１，２５０ 

 ４，５１７ 
 １，１０９ 
 １，４０３ 
１，１８３ 

 △  ２０ 
 
１８，５０１ 

％ 
 

10.3 
   6.6 
 

15.4 
 
 
 
 
   2.2 
△ 0.0 
 

34.5 
 
   負債資本合計 

 
５２，３１０ 

 
100.0 

 
５４，８１７ 

 
100.0 

 
５３，５６０ 

 
100.0 
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２．中間損益計算書 
 

（単位：百万円、未満切捨） 
当中間会計期間 

 
(平成 1６年４月１日～ 
 平成 1６年９月 30日) 

前中間会計期間 
 
(平成 1５年４月１日～ 
 平成 1５年９月 30日) 

 前事業年度の要約 
 貸借対照表 
(平成 1５年４月１日～ 
 平成 1６年３月 31日) 

        期 別 
 
 科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
 
売 上 高 
売 上 原 価      
 売上総利益 

 
３５，０５１ 
２９，７６６ 
 ５，２８４ 

％ 
 100.0 
 84.9 
  15.1

 
３１，１９３ 
２６，６６１ 
  ４，５３１ 

％ 
100.0 
85.5 
14.5 

 
６４，９５９ 
５５，４３４ 
  ９，５２４ 

％ 
100.0 
85.3 

 14.7 

 
営

業

損

益

の

部 

 
販売費及び一般管理費 
 
 営 業 利 益 

 
 ４，２２５ 
 
 １，０５９ 

 
  12.1 
 
   3.0 

 
３，８５２ 

 
６７９ 

 
12.3 

 
2.2 

 
７，８５０ 

 
１，６７４ 

 
12.1 

 
2.6 

営業外収益 
 受取利息及び配当金 
 そ の 他          
 

   ２４２ 
    ４５ 
   １９７ 

   0.7 
 

１３０ 
５５ 
７５ 

0.4 ２１５ 
６０ 
１５４ 

0.3 
 

 
 
 
経 
 
常 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 
営

業

外

損

益

の

部 

営業外費用 
 支 払 利 息           
 そ の 他          
 

   １４３ 
    ４６ 
    ９７ 

   0.4 
 

２１２ 
６８ 
１４４ 

0.7 ４２０ 
１２５ 
２９５ 

0.6 

    経 常 利 益 
 

 １，１５７    3.3 
 

５９７ 1.9 １，４６９ 2.3 

   特 別 利 益 
   投資有価証券売却益 
   土 地 等 売 却 益          
   その他の特別利益 
 

   １３７ 
 ６ 
    ６３ 
    ６７ 

   0.4 
 

５１ 
－ 
３１ 
１９ 

0.1 ２４１ 
１２６ 
７２ 
４２ 

0.4  
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

  特 別 損 失 
   固 定 資 産 除 却 損 
       固定資産減損損失 
   投資有価証券評価損 
   貸倒引当金繰入額          
   投資損失引当金繰入額 
   その他の特別損失          
 

   ３４４ 
    １３ 
    ２６０ 

－ 
－ 
－ 

７０ 

   1.0 
 

４１３ 
２６７ 
－ 
６ 
５４ 
６０ 
２５ 

1.3 ９３０ 
５５４ 
－ 
３０ 

     ３９ 
６０ 
２４５ 

1.5 

 税引前中間（当期）純利益 
 法人税、住民税及び事業税 
 法 人 税 等 調 整 額             
 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             

   ９５０ 
   ２５１ 
  ２９７ 
  ４０２ 

   2.7 
   0.7 
   0.9 
   1.1 

２３５ 
４７９ 

△ ２８６ 
４２ 

0.7 
1.5 

△ 0.9 
 0.1 

７８０ 
１，１０８ 
△ ５９０ 
２６１ 

1.2 
1.7 

△ 0.9 
0.4 

 前 期 繰 越 利 益             
 中間（当期）未処分利益             

 １，３１２ 
  １，７１４ 

   １，１４１ 
１，１８４ 

 １，１４１ 
１，４０３ 
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Ⅰ．重要な会計方針 
 
  
  １．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
        移動平均法による原価法。但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法。 
 
 ２．有価証券の評価基準及び評価方法 
    子会社株式及び関連会社株式        移動平均法による原価法 
    その他有価証券 時価のあるもの    中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                                          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                      移動平均法により算定） 
                        時価のないもの    移動平均法による原価法 
 
 ３．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産 
          不動産賃貸業に係る建物及び設備は定額法で、それ以外の有形固定資産の減価償却は定率 
     法（但し、築炉事業に係る有形固定資産の内、一部のユーザー構内にある装置については定 
     額法）を採用しています。 
          耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、窯炉・機 
     械装置については、一部会社所定の耐用年数（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械 
     装置；法定耐用年数１２年を１１年）を採用しています。 
  （２）無形固定資産 
      定額法によっています。尚、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しています。    
      
４．重要な引当金の計上方法 

  （１）貸倒引当金 
      一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収 
     可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
  （２）投資損失引当金 
      関係会社株式の実質価値の低下による損失に備えて、その財政状態を勘案して計上しています。 
 （３）賞与引当金 

      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計 
     上しています。 
    （４）退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込 
     額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 
            会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を販売費及び一般 
     管理費に計上しています。 
            また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額をそれぞれ発生の 
     翌事業年度より費用処理しています。過去勤務債務については、１０年による定額法で按分 
     した額を発生年度より処理しています。 
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  （５）役員退職金引当金 
      役員の退職金支出に充てるため、役員退職金内規に基づき中間期末要支給の１００％を計 
     上しています。 
  （６）特別修繕引当金 
      高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上、４年 
     間で均等に計上しています。 
    （７）製品保証引当金 
      建材事業部の製品「陶板外壁材」の品質保証に備えるために、実績等を加味した見込額を計 

上しています。 
 
 ５．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
   ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 
 ６．消費税等の会計処理 
    税抜方式を採用しています。 
 
Ⅱ．重要な会計方針の変更  

   「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日） 

  及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０ 

  月３１日）が平成１６年３月３１日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることになった 

  ことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用しています。これにより営業利益及び 

  経常利益は２百万円増加し、税引前中間純利益は、257 百万円減少しています。なお、減損損失累計 

  額については、改正後の財務諸表等規則に基き各資産の金額から直接控除しています。 

 
Ⅲ．貸借対照表注記 

 
１．子会社に対する短期金銭債権                  ７５５ 百万円   

       

２．子会社に対する長期金銭債権                 ６７０ 百万円  

       

３．子会社に対する短期金銭債務              １，７７６ 百万円  

 
４．有形固定資産の減価償却累計額          ５２，４５４ 百万円 
    

５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として、

情報機器などがあります。 

 

 ６．担保に供している資産 
        有形固定資産                   ５，１８６ 百万円 
 
 ７．保証債務残高 
    債務保証                     ５９１ 百万円 

８．債権流動化による遡及義務   

 手形譲渡高              １，４８４百万円  

 売掛債権額                ８５９百万円  
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１，０２１百万円 

   

    

    

Ⅳ．損益計算書注記   

    

  １．子会社との取引高   

    

 売    上   高             ５８１百万円  

 仕    入   高           ６，９６９百万円  

 営業取引以外の取引高             ２７０百万円  

    
  ２．一株当たり中間純利益            ４ 円 ５９ 銭 

 

 ３．減損損失    

 当社は以下の資産について減損損失を計上しました。  

 場所 用途 種類 減損損失 

 大阪府貝塚市 倉庫 土地 234百万円
   〃 〃 建物 19 
 北九州市、他 その他 原料地 0 
 － 〃 鉱業権 5 
   計   260 
     

   当社は、資産のグルーピングを事業別、事業所別を原則とし、それぞれ独立した 

 キャッシュ・フローを生み出す単位としています。  

 

近年の地価下落傾向で貝塚市にある土地及び建物については大幅下落になっ 

ており、減損損失を認識しました。なお回収可能価額は正味売却価額によっており 

鑑定価格をもとにしています。  

 原料地、鉱業権については、今後の利用計画が無く、使用価値が見込めないため、 

全額を評価減しました。    
  

 

     

    

    

 

                                            以 上 




